
 

１ 本庁部局の再編 

（１） 「企画部」を「企画振興部」に再編 

県民生活に関連する部門を分離するとともに、県の政策を総合調整しつつ、地域振興に

関する施策を効果的に展開していく体制を整備します。（８課室） 

（２） 「県民文化部」を新設 

県民生活に関連する業務を集約し、その施策を一体的に推進する体制を整備します。

（８課室） 

（３） 「商工労働部」を「産業労働部」に再編 

分野を超えた付加価値の高い産業を構築し、地域経済を活性化するため、商工業から

農林業、観光業にわたる産業施策を調整する機能を付加します。（６課室） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現   行 

企 画 部 

（ 所 管 事 務 ） 

11 部局（82 課室） 

〔地方自治法第 171 条第５項により設置〕 

平成 26年４月 
12 部局（78 課室）

健 康 福 祉 部 

危 機 管 理 部 

総 務 部 

環 境 部 

農 政 部 

林 務 部 

建 設 部 

会 計 局 

商 工 労 働 部 

観 光 部 

危 機 管 理 部

企画振興部

総 務 部

県民文化部

健 康 福 祉 部

環 境 部

産業労働部

観 光 部

農 政 部

林 務 部

建 設 部

会 計 局

 

・総合的な政策の企画及び調整 
・地域振興 
・市町村その他公共団体の行政一般 
・広報及び広聴 

・文化（文化財の保護を除く） 
・子どもの育成支援その他の次世代育成支援 
・消費生活、交通安全及び国際交流 
・その他県民生活 

・産業に係る施策の調整 

・商業及び工業 

・労働 



 

 

危
機 

管
理
部 

消 防 課  

危機管理防災課  

   

企
画
振
興
部 

総合政策課 課再編 

情報政策課 情報統計課、情報システム
推進室再編  統 計 室 

広報県民課 総務部から移管 

交通政策課 新幹線・在来線企画室統合

リニア推進振興室  

市町村課 総務部から移管 

地域振興課 新設 

   

総 

務 

部 

秘 書 課  

人 事 課  

職 員 課  

財 政 課  

財産活用課  

税 務 課  

 県税徴収対策室  

情報公開・法務課 課再編 

県立大学設立準備課 室 ⇒ 課 

行政改革課  

総務事務課  

   

県
民
文
化
部 

文化政策課 

企画部から移管 
県民協働課 

 消費生活室 

人権・男女共同参画課 

国際課 観光部から移管 

次世代サポート課 企画部から移管 

こども・家庭課 健康福祉部から移管 

私学・高等教育課 新設 

   

健
康
福
祉
部 

健康福祉政策課  

医療推進課 県立病院機構連携室統合 

 医師確保対策室  

地域福祉課 福祉監査室統合 

健康増進課 
健康長寿課再編 

保健・疾病対策課 

介護支援課 室再編 

障がい者支援課  

食品・生活衛生課  

薬事管理課  

   

 

環 

境 

部 

環境政策課  

環境エネルギー課 改称 

水大気環境課  

生活排水課  

自然保護課  

資源循環推進課 
廃棄物対策課、廃棄物監視
指導課再編 

 

産
業
労
働
部 

産業政策課  

 サービス産業振興室 経営支援課、次世代産業

集積室再編 産業立地・経営支援課 

ものづくり振興課  

人材育成課  

労働雇用課  

 

観
光
部 

山岳高原観光課 課再編 

 信州ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ推進室  

観光誘客課 課再編 

 国際観光推進室  

 

農 

政 

部 

農業政策課  

 農産物ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ室  

農業技術課  

園芸畜産課  

農地整備課  

農村振興課  

 

林 

務 

部 

森林政策課  

信州の木活用課 改称 

 県産材利用推進室  

森林づくり推進課  

 鳥獣対策・ジビエ振興室 改称 

 

建 

設 

部 
 

建設政策課  

 技術管理室  

道路管理課  

道路建設課  

河 川 課  

砂 防 課  

都市・まちづくり課 
都市計画課、住宅課、

建築指導課再編 
建築住宅課 

公営住宅室 

施 設 課  

   

会
計
局 

会 計 課  

契約・検査課 課再編 

 

本庁 部課室一覧（平成 26 年度）  

【78 課室】 

２ 本庁課室の再編  



 

 （１） 企画振興部 

  ① 総合政策課 

・ しあわせ信州創造プランのプロジェクト推進など企画調整機能の強化を図るため、

「企画課」を「総合政策課」に再編します。 

・ 少子化対策業務を他部門へ移管するとともに、全庁的取組が必要な地方分権関連

業務等を総務部から移管します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 情報政策課、統計室 

 

・ ICT（情報通信技術）を活用した県の情報政策の推進体制を強化するため、「情報

統計課」、「情報システム推進室」を「情報政策課」、「統計室」に再編します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ③ 広報県民課 

 

・ 県としての発信力を高め、政策に関する広報の実施体制を強化するため、「広報

県民課」を総務部から移管します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【平成25年4月】 【平成26年4月】

　総務部 　企画振興部

　広報県民課 　広報県民課

【平成25年4月】 【平成26年4月】

　企画部 　企画振興部

　県民文化部

　総務部

　企画課 　総合政策課

　次世代サポート課

　地方分権推進室 　（　廃　止　）

少子化対策

地方分権等

【平成25年4月】 【平成26年4月】

　企画部 　企画振興部

　情報統計課 　情報政策課

　情報システム推進室 　統計室



 

  ④ 交通政策課 

・ 地域交通から幹線鉄道、新幹線、空港といった交通政策を一体的に推進するため、

「新幹線・在来線企画室」を廃止し、「交通政策課」に統合します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ⑤ 市町村課 

・ 住民に身近な行政サービスの担い手である市町村を支援する施策を効果的に展開

していくため、「市町村課」を総務部から移管します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 地域振興課 

・ 市町村、民間団体等の地域づくりを支援するため、地域振興施策の企画から、移住

交流、土地利用までをカバーする総合窓口として、「地域振興課」を新設します。（業務

の移管に伴い、土地対策室、地方分権推進室、移住・交流課は廃止します。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【平成25年4月】 【平成26年4月】

　企画部 　企画振興部

　交通政策課 　交通政策課

　新幹線・在来線企画室 　（　廃　止　）

【平成25年4月】 【平成26年4月】

　総務部 　企画振興部

　市町村課 　市町村課

　地域振興課

地域振興

【平成25年4月】 【平成26年4月】

　企画部

　総務部 　企画振興部

　観光部

　移住・交流課 　（　廃　止　）

　土地対策室 　（　廃　止　）

　市町村課 　地域振興課

　地方分権推進室 　（　廃　止　）

地域振興

地域再生

移住交流

土地対策



 

（２） 総務部 

  ① 情報公開・法務課 

 

・ 私学振興業務を県民文化部へ移管することに伴い、「情報公開・私学課」を「情報

公開・法務課」に再編します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

② 県立大学設立準備課 

 

・ 県立大学の設立準備の本格化に伴い、「県立大学設立準備室」を「県立大学設立

準備課」にします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 県民文化部 

  ① 文化政策課 

 

・ 文化振興策を効果的に推進するため、芸術文化業務を企画部から移管し、「文化

政策課」を設置します。（交通安全対策業務は、県民協働課へ移管します。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【平成25年4月】 【平成26年4月】

　企画部 　県民文化部

　生活文化課 　文化政策課

　県民協働課

交通安全対策

【平成25年4月】 【平成26年4月】

　総務部 　総務部

　県民文化部

　情報公開・私学課 　情報公開・法務課

　私学・高等教育課

私学振興

【平成25年4月】 【平成26年4月】

　総務部

　県立大学設立準備室 　県立大学設立準備課



 

  ② 県民協働課、消費生活室 

 

・ 県民生活に関連する施策を一体的に推進するため、県民協働の推進や NPO 活動支援

などを所管する「県民協働・NPO 課」を企画部から移管し、地域住民や団体の協力を得て

推進する交通安全対策も所管する「県民協働課」に再編します。 

・ 消費者相談や啓発運動を所管する「消費生活室」を企画部から移管します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 人権・男女共同参画課 

 

・ 県民生活に関連する施策を一体的に推進するため、人権尊重や男女共同参画に

関する施策推進を所管する「人権・男女共同参画課」を企画部から移管します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 国際課 

 

・ 県民生活に関連する施策を一体的に推進するため、パスポートの発給や国際交流、

多文化共生などを所管する「国際課」を観光部から移管します。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

【平成25年4月】 【平成26年4月】

　観光部 　県民文化部

　国際課 　国際課

【平成25年4月】 【平成26年4月】

　企画部 　県民文化部

　県民協働・NPO課 　県民協働課

　消費生活室

　生活文化課

　消費生活室

交通安全対策

【平成25年4月】 【平成26年4月】

　企画部 　県民文化部

　人権・男女共同参画課 　人権・男女共同参画課



 

⑤ 次世代サポート課 

 

・ こども・若者を対象とした施策を一体的に推進するため、青少年健全育成や少子化

対策などを所管する「次世代サポート課」を企画部から移管します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

⑥ こども・家庭課 

 

・ こども・若者を対象とした施策を一体的に推進するため、児童福祉、保育、ひとり親

家庭支援などを所管する「こども・家庭課」を健康福祉部から移管します。（母子保健

業務は、引き続き健康福祉部で所管します。） 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

⑦ 私学・高等教育課 

 

・ こども・若者を対象とした施策を一体的に推進するため、私学と高等教育の振興を

所管する「私学・高等教育課」を設置します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【平成25年4月】 【平成26年4月】

　健康福祉部 　県民文化部

　健康福祉部

　こども・家庭課 　こども・家庭課

　保健・疾病対策課

母子保健

【平成25年4月】 【平成26年4月】

　企画部 　県民文化部

　次世代サポート課 　次世代サポート課

　企画課

少子化対策

【平成25年4月】 【平成26年4月】

　総務部 　県民文化部

　私学・高等教育課

　情報公開・私学課 私学振興



 

（４） 健康福祉部 

① 医療推進課 

 

・ 県立病院の運営が県立病院機構に移行してから 4 年が経過し、運営も順調に推移してい

ることから、「県立病院機構連携室」を医療行政を所管する「医療推進課」に統合します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 地域福祉課 

 

・ 社会福祉法人や社会福祉施設に対する監査を効率的、効果的に実施するため、

「福祉監査室」を「地域福祉課」に統合します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 健康増進課、保健・疾病対策課 

 

・ 健康づくりの企画立案機能を強化し、健康長寿先進県を継承・発展させるとともに、

母子保健の推進や、がんなどの疾病対策に的確に対応するため、「健康長寿課」を

「健康増進課」と「保健・疾病対策課」に再編します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【平成25年4月】 【平成26年4月】

　健康福祉部

　健康福祉政策課 　健康福祉政策課

　県立病院機構連携室 　（　廃　止　）

　医療推進課 　医療推進課

【平成25年4月】 【平成26年4月】

　健康福祉部

　地域福祉課 　地域福祉課

　福祉監査室 　（　廃　止　）

【平成25年4月】 【平成26年4月】

　健康福祉部

　健康増進課

　健康長寿課

　保健・疾病対策課

　こども・家庭課

母子保健



 

④ 介護支援課 

 

・ 介護保険制度における予防給付の見直しなどに対応するため、健康長寿課から介護

予防業務を移管し、「介護支援室」を「介護支援課」に再編します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５） 環境部 

  ① 環境エネルギー課 

 

・ 環境・エネルギー自立地域の実現に向けて、省エネルギー化と自然エネルギーの普及

拡大を強化していくため、「温暖化対策課」を「環境エネルギー課」に改称します。 

 

 

 

 

 

 

 

  ② 資源循環推進課 

 

・ 廃棄物の許認可から監視体制までを一体的に推進し、循環型社会の構築を図るため、

「廃棄物対策課」と「廃棄物監視指導課」を「資源循環推進課」に再編します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【平成25年4月】 【平成26年4月】

　環境部

　温暖化対策課 　環境エネルギー課

【平成25年4月】 【平成26年4月】

　健康福祉部

　介護支援室 　介護支援課

　健康長寿課 介護予防

【平成25年4月】 【平成26年4月】

　環境部

　廃棄物監視指導課

　資源循環推進課

　廃棄物対策課



 

（６） 産業労働部 

  ① サービス産業振興室 

 

・ 県内経済と雇用において大きな役割を担うサービス産業の振興を図るため、「サービス

産業振興室」を設置します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ② 産業立地・経営支援課 

 

・ 産業誘致と経営支援を一体的に推進することにより、産業集積の一層の強化を図るた

め、「次世代産業集積室」と「経営支援課」を「産業立地・経営支援課」に再編します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７） 観光部 

  ① 山岳高原観光課  

 

・ 山岳県である本県の特性を活かした、山岳高原観光地づくりなどの観光施策を効果的

に展開するため、「観光企画課」を「山岳高原観光課」に再編します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【平成25年4月】 【平成26年4月】

　観光部

　観光企画課 　山岳高原観光課

【平成25年4月】 【平成26年4月】

　商工労働部 　産業労働部

　次世代産業集積室

　経営支援課

　産業立地・経営支援課

【平成25年4月】 【平成26年4月】

　商工労働部 　産業労働部

　産業政策課

　サービス産業振興室

　経営支援課
新市場開拓支援等



 

  ② 観光誘客課  

 

・ 誘客推進体制を強化するため、移住・交流課からスポーツ合宿誘致など観光交流拡大

に関する業務を移管し、「観光振興課」を「観光誘客課」に再編します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８） 林務部 

  ① 信州の木活用課  

 

・ 森林県から林業県への発展を目指し、信州の木を積極的に活用する業務を担う課の

職務を明確にするため、「信州の木振興課」を「信州の木活用課」に改称します。 

 

 

 

 

 

 

 

  ② 鳥獣対策・ジビエ振興室  

 

・ 野生鳥獣の保護管理・被害対策からジビエの活用までの一貫した体制構築に向けた

室の職務を明確にするため、「野生鳥獣対策室」を「鳥獣対策・ジビエ振興室」に改称し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【平成25年4月】 【平成26年4月】

　林務部

　信州の木振興課 　信州の木活用課

【平成25年4月】 【平成26年4月】

　観光部

　移住・交流課 　（　廃　止　）

　観光振興課 　観光誘客課

スポーツ合宿誘致等

【平成25年4月】 【平成26年4月】

　林務部

　野生鳥獣対策室 　鳥獣対策・ジビエ振興室



 

（９） 建設部 

  ① 都市・まちづくり課、建築住宅課、公営住宅室 

 

・ 都市計画や景観等のまちづくり支援体制を整備するため、「都市計画課」を「都市・

まちづくり課」に再編します。 

・ 建築施策と住宅施策を一体的に推進するため、「建築指導課」、「住宅課」を「建築

住宅課」、「公営住宅室」に再編します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

（10） 会計局 

  ① 契約・検査課 

 

・ 契約制度を統一的に運用し、契約業務の適切かつ合理的な実施を推進するため、総

務部財産活用課から物品調達業務、建設部技術管理室から契約制度業務を移管し、

「検査課」を「契約・検査課」に再編します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
長野県総務部行政改革課 
担当：（課長）関 昇一郎 

（担当）奥原 秀一 
電話：026-235-7029（直通） 

026-232-0111（代表）内線2555 
FAX ：026-235-7030 
E-mail gyokaku@pref.nagano.lg.jp 

【平成25年4月】 【平成26年4月】

　建設部

　住宅課 　公営住宅室

　都市計画課 　都市・まちづくり課

　建築指導課 　建築住宅課

都市開発、景観

住宅施策の企画立案

【平成25年4月】 【平成26年4月】

　会計局

　総務部

　建設部

　検査課 　契約・検査課

　財産活用課

　技術管理室

物品調達業務

契約制度業務


